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Ⅰ 調査実施概要 

１．調査目的 

平成 16 年の高年齢者雇用安定法改正（平成 18 年 4 月 1 日施行）により、民間企業にお

いては、定年の引上げ、継続雇用制度、定年の定めの廃止（以下、「定年延長制度」という）

のいずれかを導入して雇用延長を段階的に進め、平成 25 年 4 月 1 日までに、65 歳までの

安定した雇用確保に必要な措置を講じるよう義務づけられている。 

他方、国家公務員の定年年齢は現在、原則 60 歳となっているが、将来これを 65 歳まで

引き上げる定年延長がなされた場合に対応するため、企業における定年延長制度の施行内

容、定年延長制度導入時の退職金の取扱いや支給水準の実態を把握し、研究を行う必要が

ある。 

このため本調査では、民間企業に対して、定年延長制度の施行内容、定年延長制度導入

の際の退職金制度の変更・取扱い、定年延長制度導入時の早期退職の優遇・希望退職の募

集状況、役員の退職慰労金支給状況の各項目について調査を実施した。 

 

２．調査対象 

ニュースリリースなどで過去５年間において定年延長制度の導入を行ったことが明らか

な企業を調べ、これを含む全国の企業規模 50 人以上の民間企業において、企業規模及び製

造業［注］・非製造業別に層化して、東京商工リサーチの企業情報ファイルから抽出して調

査対象とした。（［注］この「製造業」とは、二次産業としての「製造業」〈業種分類の製造業と建設業を

あわせたもの〉をいう。Ⅱ「調査結果」〈ただし２（１）を除く〉と、Ⅲ「資料編」の「クロス集計結果」

の「製造業」は全て、この意味である。なお、三次産業にあたるものを「非製造業」とした。） 

 

３．調査方法 

①手法 

郵送による調査を実施 

②発送方法 

角２封筒に調査協力依頼状、調査票、返信用封筒を封入して送付 

③督促方法 

調査票未回収の企業に、はがきを送付 

 

４．調査期間 

2012 年 1 月 6 日（金）～2012 年 2 月 17 日（金） 
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５．調査項目 

◇回答企業の属性 

（１）業種 

（２）常勤従業員数 

（３）事務・技術関係職種の従業員数 

◇定年延長制度 

（１）定年延長制度の導入の有無 

（２）定年延長制度の導入の時期 

（３）定年延長制度の導入の施行内容 

◇定年延長制度導入時の退職金制度変更 

（１）退職金制度変更の有無 

（２）退職金制度の変更内容 

（３）退職一時金算定方法の変更方法 

（４）退職金の支払方法 

（５）退職一時金の支払時期 

（６）新定年時支給の退職一時金算定 

（７）懲戒解雇相当時の退職一時金の支給状況 

（８）懲戒解雇相当時の退職一時金の返納規程の有無 

◇定年延長制度導入の際の早期退職・希望退職 

（１）早期退職者の優遇状況 

（２）早期退職者の優遇内容の変更有無 

（３）早期退職者の変更された優遇内容 

（４）希望退職者の募集状況 

（５）希望退職者の募集内容の変更有無 

（６）希望退職者の募集変更内容 

◇役員の退職慰労金 

（１）退職慰労金支給の有無 

（２）退職慰労金支給額の算定方法 

（３）過去２年間に退職した役員の有無 

（４）退職慰労金額 
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６．調査実施主体 

総務省人事・恩給局 

 

 

７．調査実施機関 

株式会社インテージリサーチ 

 

 

８．スケジュール 

11 月下旬～12 月下旬 調査関係用品作成・印刷 

12 月上旬～12 月下旬 名簿検索・抽出 

１月６日 調査票発送 

１月 23 日 投函期限 

１月 30 日 督促はがき発送 

（１月 10 日～２月 17 日 調査票回収） 

１月下旬～２月下旬 データ作成・集計 

２月下旬～３月下旬 報告書作成・印刷 
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９．回収状況 

「労政時報」「独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構」のホームページや WEB

検索で過去５年間に定年延長を行ったことが明らかな企業を調べ、これを含む全国の企業

規模 50 人以上の民間企業において、企業規模及び製造業・非製造業別に層化して、東京商

工リサーチの企業情報ファイルから下図「発送対象企業の構成」で抽出して調査対象とし、

調査票の発送を行った。 

なお、ホームページや WEB 検索時には、ほとんどの企業で定年延長を行った時期が不明

であった。 

発送数 1,000 社のうち回収数は 339 社、回収率は 33.9％となった。 

集計は回収 339 社のうち、平成 18 年以降に定年延長制度の導入を行ったと回答のあった

企業 199 社（19.9％）で行っている。ただし、「役員の退職慰労金」の項目については、２

年以内に退職した役員が「いる」と回答した企業を集計対象としており、定年延長制度の

導入を行っていない企業、平成 17 年以前に定年延長制度の導入を行った企業も集計対象に

含まれている。なお、下図「集計対象企業の構成」の企業規模及び製造業・非製造業別の

内訳は、発送時の抽出分類による（対象企業の回答内容による企業規模及び製造業・非製

造業別の内訳は、「Ⅲ 資料編」28 ページのクロス集計結果 「Q２ 常勤従業員数×業種」

を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発送対象企業の構成 

集計対象企業の構成 

※ 規模・業種は発送時抽出分類による 

常用雇用者数 製造業（社） 非製造業（社） 合計

50～100人未満 80 120 200

100～300人未満 80 120 200

300～500人未満 80 120 200

500～1,000人未満 80 120 200

1,000人以上 80 120 200

合計 400 600 1000

発送時常用雇用者数 製造業（社） 非製造業（社） 合計

50～100人未満 20 24 40

100～300人未満 18 33 51

300～500人未満 14 22 26

500～1,000人未満 14 27 46

1,000人以上 8 19 34

合計 74 125 199
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調査票の日別回収状況は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月日 曜日 回収数 累計 回収率 備考
1月10日 火 7 7 0.7%
1月11日 水 21 28 2.8%
1月12日 木 66 94 9.4%
1月13日 金 59 153 15.3%
1月16日 月 45 198 19.8%
1月17日 火 9 207 20.7%
1月18日 水 20 227 22.7%
1月19日 木 13 240 24.0%
1月20日 金 14 254 25.4%
1月23日 月 19 273 27.3% 返送期限
1月24日 火 5 278 27.8%
1月25日 水 9 287 28.7%
1月26日 木 6 293 29.3%
1月27日 金 2 295 29.5%
1月30日 月 3 298 29.8% 督促状発送
1月31日 火 0 298 29.8%
2月1日 水 5 303 30.3%
2月2日 木 6 309 30.9%
2月3日 金 8 317 31.7%
2月6日 月 11 328 32.8%
2月7日 火 1 329 32.9%
2月8日 水 4 333 33.3%
2月9日 木 1 334 33.4%

2月10日 金 3 337 33.7%
2月13日 月 1 338 33.8%
2月14日 火 0 338 33.8%
2月15日 水 1 339 33.9%
2月16日 木 0 339 33.9%
2月17日 金 0 339 33.9%

日別回収状況 
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Ⅱ 調査結果 

１．調査結果の概要 

定年延長制度の導入の施行内容では、「再雇用制度の導入」が最も多く、全体では９割近

くの企業が行っている。 

定年延長制度を導入した際に退職金の制度を変更した企業は 10.1％であった。 

退職金の支払いは、一時金を支払う「一時金のみ」「一時金と年金の併用」と回答した企

業の合計は 88.4％と９割近く、その支払時期も、旧定年年齢の「再雇用時または旧定年時

（在職中）」と回答した企業が 88.1％と９割近い。 

退職一時金支払後に懲戒解雇相当の事由が発覚したときの退職一時金の返納規程の有無

については、定年延長を終えた退職後に発覚した場合の規程を定めている企業はなかった。

定年延長期間中に発覚した場合には、旧定年年齢以前の在職期間の懲戒解雇相当事由につ

いては約 15％、定年延長期間中の懲戒解雇相当事由については約４％の企業が返納規程を

定めていた。 

定年延長制度を導入した同時期に早期退職の優遇を行った企業は 6.0％、希望退職の募集

を行った企業は 0.5％と、わずかであった。 

役員の退職慰労金については、過去２年間に退職した役員がいる企業において、支給額

の算定方法（複数回答）は「役員の在任期間に応じて定まる」と回答した企業が８割を占

めた。 
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２．回答企業の属性 

（１）業種 

業種は、「製造業」が 36.7％（73 社）を占め最も多い。次いで「卸売業、小売業」が 21.6％

（43 社）、「建設業」が 9.0％（18 社）、「運輸業、郵便業」「サービス業」がともに 8.0％（16

社）となっている。 

製造業（注：二次産業）・非製造業（注：三次産業）分類別では、製造業（注：二次産業）

（「建設業」「製造業」）が 45.7％（91 社）、非製造業（「電気・ガス・熱供給・水道業」「情

報通信業」「運輸業、郵便業」「卸売業、小売業」「金融業、保険業」「不動産業、物品賃貸

業」「学術研究、専門・技術サービス業」「宿泊業、飲食サービス業」「生活関連サービス業、

娯楽業」「教育、学習支援業」「医療、福祉」「サービス業」「その他」）が 54.3％（108 社）

となっている。 
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（２）常勤従業員数 

企業全体の常勤従業員数は、全体では「100～299 人」の企業が 25.6％（51 社）、次いで

「500～999 人」が 23.1％（46 社）、「50～99 人」が 20.1％（40 社）となっている。 

業種別でみると、「1,000 人以上」の企業は非製造業で 22.2%（24 社）、製造業で 11.0％

（11 社）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事務・技術関係職種の従業員数 

企業全体に占める事務・技術関係職種の従業員数は、全体では「50 人未満」の企業が 31.2％

（62 社）、次いで「100～299 人」が 22.1％（44 社）、「50～99 人」が 17.1％（34 社）と

なっている。「50 人未満」（31.2％）と「50～99 人」（17.1％）をあわせると 48.3％（96 社）

となり、事務・技術関係職種の従業員数が 100 人未満の企業が、約半数を占めている。 
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図表３ 事務・技術関係職種の従業員数
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３．定年制度について 

（１）定年延長制度の導入の有無 

定年延長制度の導入の有無は、３（２）「定年延長制度の導入の時期」で「平成 18 年（2006

年）以降」と回答した企業を集計対象としているため、すべて「はい」（導入有）と回答し

た企業となり、ｎ数は 199 となっている。 

 

 

（２）定年延長制度の導入の時期 

定年延長制度の導入の時期で「平成 18 年（2006 年）以降」と回答した企業を集計対象

としている。ｎ数は 199 となっている。 

 

 

（３）定年延長制度の導入の施行内容 

定年延長制度の導入の施行内容（複数回答）は、「再雇用制度の導入」と回答した企業が

89.9％（179 社）と最も多く、次いで「定年年齢の引き上げ」が 11.6％（23 社）、「勤務延

長制度の導入」が 7.5％（15 社）となっている。「定年の定めの廃止」と回答した企業はな

かった。 
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図表４ 定年延長制度の導入の施行内容（複数回答） 



10 
 

４．定年延長制度導入の際の退職金制度変更 

（１）退職金制度変更の有無 

定年延長制度を導入した際の退職金制度変更の有無は、全体では「変更していない（又

は退職金の制度はない）」と回答した企業は 88.4％（176 社）と９割近くを占めた。「変更

した」と回答した企業は 10.1％（20 社）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）退職金制度の変更内容 

退職金制度を変更した企業の変更内容（複数回答）は、４（１）「定年延長制度を導入し

た際の退職金制度変更の有無」で「変更した」と回答した企業（20 社）のうち、全体では

「算定方法の変更」が 40.0％（８社）、次いで「算定方法を維持したままでの支給率等の変

更」が 20.0％（４社）、「一時金の一部を企業年金に繰り入れ」が 20.0％（４社）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５ 退職金制度変更の有無 

図表６ 退職金制度の変更内容（複数回答）
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（３）退職一時金算定方法の変更内容 

退職一時金算定方法の変更内容は、４（２）「退職金制度の変更内容」で「算定方法の変

更」と回答した企業（８社）のうち、全体では、ポイント式は変更前 12.5％（１社）、変更

後 50.0％（４社）となっている。「最終賃金全額比例方式」は変更前 37.5％（３社）、変更

後 12.5％（１社）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）退職金の支払方法 

退職金の支払い方法は、全体では「一時金と年金の併用」が 47.2％（94 社）、「一時金の

み」が 41.2％（82 社）となっており、この２つでほぼ９割を占めている。 

従業員規模別にみると、「一時金のみ」と回答した企業が「100 人未満」では 69.0％（29

社）、「100 人以上 1,000 人未満」では 36.6％（45 社）、「1,000 人以上」では 23.5％（８社）

と、規模が大きくなるほど減っている。逆に「一時金と年金の併用」と回答した企業は「100

人未満」では 21.4％（９社）、「100 人以上 1,000 人未満」では 51.2％（63 社）、「1,000 人

以上」では 64.7％（22 社）と、規模が大きくなるほど増えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時金のみ 一時金と年金
の併用

年金のみ 退職金の制度
はない

不明

(%)
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ｻﾝﾌ゚ ﾙ数

199

42

123

34

41.2

69.0

36.6

23.5

47.2

21.4

51.2

64.7

3.5

0.0

3.3

8.8

7.0

9.5

7.3

2.9

1.0

0.0

1.6

0.0

図表７ 退職一時金算定方法の変更内容 

図表８ 退職金の支払方法 
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（５）退職一時金の支払時期 

退職一時金の支払時期は、４（４）「退職金の支払方法」で「一時金のみ」「一時金と年

金の併用」と回答した企業（176 社）のうち、全体では、「再雇用時または旧定年時（在職

中）」と回答した企業が 88.1％（155 社）と９割近くを占めている。 

企業規模別にみると、「新定年時」と回答した企業が「100 人未満」の企業では 23.7％（９

社）だが、「100 人以上 1,000 人未満」の企業では 5.6％（６社）、「1,000 人以上」の企業で

は 6.7％（２社）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）新定年時支給の退職一時金算定 

新定年時に支給される退職一時金の算定について定年延長期間の考慮の有無は、４（５）

「退職一時金の支払時期」で「新定年時」と回答した企業（17 社）のうち、全体では「は

い」、すなわち考慮されていると回答した企業は 58.8％（10 社）となっている。 

企業規模別にみると、「100 人未満」は「はい」が 55.6％（５社）、「100 人以上 1,000 人

未満」は「はい」が 66.7％（４社）となっている（38 ページ：資料編 クロス集計結果 Q12）。 
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時の２回
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(%)
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176
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76.3

90.7

93.3

1.7

0.0

2.8

0.0

0.6
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図表９ 退職一時金の支払時期 

図表 10 新定年時支給の退職一時金算定
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（７）懲戒解雇相当時の退職一時金の支給状況 

懲戒解雇相当時の退職一時金の支給状況（複数回答）は、４（４）「退職金の支払方法」

で「一時金のみ」「一時金と年金の併用」と回答した企業（176 社）のうち、全体では「全

額不支給」が 79.5％（140 社）、「減額支給」が 47.7％（84 社）、「全額支給」が 18.8％（33

社）となっている。 

規模別にみると、「100 人未満」で「全額支給」が 28.9％（11 社）、「100 人以上 1,000 人

未満」で「全額支給」が 13.9％（15 社）となっている。 

また、上記回答の退職一時金の支給状況のうち運用上、最も多いものについては、全体

では「全額不支給」が 53.4％（94 社）、「減額支給」が 27.8％（49 社）、「全額支給」が 13.6％

（24 社）となっている。 

企業規模別にみると、「全額不支給」は「100 人未満」では 34.2％（13 社）、「100 人以上

1,000 人未満」では 58.3％（63 社）、「1,000 人以上」では 60.0％（18 社）となっている。

また、「全額支給」は「100 人未満」では 26.3％（10 社）、「100 人以上 1,000 人未満」では

7.4％（８社）、「1,000 人以上」では 20.0％（６社）となっている。 
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図表 11－1 懲戒解雇相当時の退職一時金の支給状況（複数回答） 

図表 11－2 懲戒解雇相当時の運用上、最も多い退職一時金の支給状況 
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（８）懲戒解雇相当時の退職一時金の返納規程の有無 

①【新定年時に一時金支払】退職後に定年延長期間中の懲戒解雇相当事由が発覚した場合 

４（５）「退職一時金の支払時期」で「新定年時」と回答した企業（17 社）のうち、回答

が不明の１社を除き、すべての企業が返納規程が「ない」と回答した。 

 

 

②【旧定年時に一時金支払】定年延長期間中に旧定年年齢以前の在職期間中の懲戒解雇相

当事由が発覚した場合 

４（５）「退職一時金の支払時期」で「再雇用時または旧定年時（在職中）」「旧定年時と

新定年時の２回」と回答した企業（158 社）のうち、全体では、返納規程が「ない」と回答

した企業が 75.9％（120 社）、「ある」と回答した企業は 15.2％（24 社）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

③【旧定年時に一時金支払】定年延長期間中に当該期間中の懲戒解雇相当事由が発覚した

場合 

４（５）「退職一時金の支払時期」で「再雇用時または旧定年時（在職中）」「旧定年時と

新定年時の２回」と回答した企業（158 社）のうち、全体では、返納規程が「ない」と回答

した企業が 84.8％（134 社）、「ある」と回答した企業は 4.4％（７社）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④【新旧定年時の２回支払】退職後に定年延長期間中の懲戒解雇相当事由が発覚した場合 

４（５）「退職一時金の支払時期」で「旧定年時と新定年時の２回」と回答した企業３社

のうち、不明の１社を除き、２社は「返納規程はない」と回答している。 

図表 12－1 退職一時金の返納規程の有無（旧定年年齢以前の在職期間中） 

図表 12－2 退職一時金の返納規程の有無（旧定年年齢以降の定年延長期間中） 
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５．定年延長制度導入の際の早期退職・希望退職 

（１）早期退職者の優遇状況 

定年延長制度導入の際の早期退職者の優遇状況は、全体では「特にしていない」と回答

した企業が 88.4％（176 社）と多くを占めた。「定年延長制度導入後も引き続き早期退職者

の優遇を行った」と回答した企業は 6.0％（12 社）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）早期退職者の優遇内容の変更有無 

５（１）「早期退職者の優遇状況」で「定年延長制度の導入後も引き続き早期退職者の優

遇を行った」と回答した企業 12 社のうち、優遇内容を「変更しなかった」と回答した企業

は 11 社であった。 

 

 

（３）早期退職者の変更された優遇内容 

５（２）「早期退職者の優遇内容の変更有無」で「変更した」と回答した対象企業は１社

であった。 

当該対象企業は「退職一時金の割増額を増やした」と回答している。 

 

 

図表 13 早期退職者の優遇状況 
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不明

(%)
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（４）希望退職者の募集状況 

定年延長制度導入の際の希望退職者の募集状況は、全体では「特にしていない」と回答

した企業が 96.5％（192 社）と多くを占めた。「定年延長制度導入後も引き続き希望退職者

の優遇を行った」と回答した企業は 0.5％（１社）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）希望退職者の募集内容の変更有無 

５（４）「希望退職者の募集状況」で「定年延長制度の導入後も引き続き希望退職者の募

集を行った」と回答した企業は１社であった。 

当該対象企業は「変更しなかった」と回答している。 

 

 

（６）希望退職者の募集変更内容 

５（５）「希望退職者の募集内容の変更有無」で「変更した」と回答した企業は０社であ

った。 

そのため、当項目は集計データが存在しない。 

 

図表 14 希望退職者の募集状況 

定年延長制度
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い
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(%)

ＴＯＴＡＬ

ｻﾝﾌ゚ ﾙ数

1990.5
0.5

0.5
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６．役員の退職慰労金 

（１）退職慰労金支給の有無 

集計対象を、６（３）「過去２年間に退職した役員の有無」で「いる」と回答した企業と

した。そのため退職慰労金支給の有無は、すべて「ある」と回答した企業となり、集計対

象のｎは 97 となっている。 

 

（２）退職慰労金支給額の算定方法 

退職慰労金支給額の算定方法（複数回答）は、「役員の在任期間に応じて定まる」と回答

した企業が 80.4％（78 社）、「そのつど取締役会又は株主総会で額を決めている」と回答し

た企業が 35.1％（34 社）であった。「役員の在任期間や年齢に関係なく一定額が定まって

いる」「退職時の年齢により定まる」と回答した企業は０社であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 15 退職慰労金支給額の算定方法（複数回答） 
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（３）過去２年間に退職した役員の有無 

集計対象を当項目で「いる」と回答した企業とした。集計対象のｎは 97 となっている。 

 

（４）退職慰労金額 

退職慰労金額は、６（３）「過去２年間に退職した役員の有無」で「いる」と回答があり、

表に退職慰労金の支給状況の記入がなかった企業については、１人目のデータのみ不明と

して集計した。また、金額は自由記入のため、便宜的にカテゴライズして集計した。 

金額が不明のものも含めると n は 156、金額不明（22)を除いた金額回答のあるものは 134

であった。 

金額回答のあったもの全体では、退職慰労金額の最少額は 0 万円、最高額は 30,000 万円、

平均額は 1,762.7 万円、中央値は 900 万円であった。 

業種別では、製造業の平均額は 2,091.0 万円、非製造業の平均額は 1,512.2 万円であった。

また規模別では、「100 人未満」の平均額は 1,241.8 万円、「100 人以上 1,000 人未満」の平

均額は 1,858.0 万円、「1,000 人以上」の平均額は 1,676.4 万円であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 16－1 退職慰労金額 
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図表 16－2 退職慰労金額（業種別） 

図表 16－3 退職慰労金額（業種別）【参考：不明を除いたもの】 
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20.5
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0.0

19.2

11.8

20.3

19.0

9.0

5.9

8.5

14.3

3.8

5.9

3.4

4.8

2.6

5.9

0.8

9.5

3.8

0.0

5.1

0.0

14.1

5.9

13.6

23.8

図表 16－4 退職慰労金額（規模別） 

図表 16－5 退職慰労金額（規模別）【参考：不明を除いたもの】 
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図表 16－6 退職慰労金額（在職年数別） 

図表 16－7 退職慰労金額（在職年数別）【参考：不明を除いたもの】 
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図表 16－8 退職慰労金額（役職別） 

図表 16－9 退職慰労金額（役職別）【参考：不明を除いたもの】 
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Ⅲ 資料編 

単純集計結果 

Ｑ１　業種　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 建設業 18 9.0

2 製造業 73 36.7

3 電気・ガス・熱供給・水道業 2 1.0

4 情報通信業 9 4.5

5 運輸業、郵便業 16 8.0

6 卸売業、小売業 43 21.6

7 金融業、保険業 2 1.0

8 不動産業、物品賃貸業 3 1.5

9 学術研究、専門・技術サービス業 3 1.5

10 宿泊業、飲食サービス業 4 2.0

11 生活関連サービス業、娯楽業 4 2.0

12 教育、学習支援業 1 0.5

13 医療、福祉 3 1.5

14 サービス業 16 8.0

15 その他 2 1.0

全体 199 100  

 

Ｑ２　常勤従業員数　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 ５０人未満 2 1.0

2 ５０～９９人 40 20.1

3 １００～２９９人 51 25.6

4 ３００～４９９人 26 13.1

5 ５００～９９９人 46 23.1

6 １，０００人以上 34 17.1

全体 199 100  
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Ｑ３　事務・技術関係職種の従業員数　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 ５０人未満 62 31.2

2 ５０～９９人 34 17.1

3 １００～２９９人 44 22.1

4 ３００～４９９人 20 10.1

5 ５００～９９９人 25 12.6

6 １，０００人以上 12 6.0

不明 2 1.0

全体 199 100  

 

Ｑ４　定年延長制度の導入の有無　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 はい 199 100.0

2 いいえ 0 0.0

全体 199 100  

 

Ｑ５　定年延長制度の導入の時期【ベース：定年延長制度導入あり】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 平成１７年（２００５年）以前 0 0.0

2 平成１８年（２００６年）以降 199 100.0

全体 199 100  

 

Ｑ６　定年延長制度の導入の施行内容【ベース：定年延長制度導入あり】　（M.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 定年年齢の引き上げ 23 11.6

2 勤務延長制度の導入 15 7.5

3 再雇用制度の導入 179 89.9

4 定年の定めの廃止 0 0.0

5 その他 0 0.0

全体 199  

 

Ｑ７　定年延長制度導入時の退職金制度変更の有無【ベース：定年延長制度導入あり】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 変更した 20 10.1

2 変更していない（又は退職金の制度はない） 176 88.4

不明 3 1.5

全体 199 100  
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Ｑ８　退職金制度の変更内容【ベース：退職金制度変更あり】　（M.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 算定方法の変更 8 40.0

2 算定方法を維持したままでの支給率等の変更 4 20.0

3 退職一時金の支払時期の変更 2 10.0

4 退職一時金の分割支払い 0 0.0

5 一時金の一部を企業年金に繰り入れ 4 20.0

6 全額企業年金化 2 10.0

7 退職金制度の廃止 3 15.0

8 その他 1 5.0

全体 20  
 

Ｑ９　退職一時金算定の変更方法【ベース：算定方法の変更あり】  変更前　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 ポイント式 1 12.5

2 最終賃金全額比例方式 3 37.5

3 最終賃金一部比例方式 1 12.5

4 別テーブル方式 2 25.0

5 定額制 0 0.0

6 その他 0 0.0

不明 1 12.5

全体 8 100  

 

Ｑ９　退職一時金算定の変更方法【ベース：算定方法の変更あり】  変更後　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 ポイント式 4 50.0

2 最終賃金全額比例方式 1 12.5

3 最終賃金一部比例方式 1 12.5

4 別テーブル方式 1 12.5

5 定額制 1 12.5

6 その他 0 0.0

全体 8 100  

 

Ｑ１０　退職金の支払い方法【ベース：定年延長制度導入あり】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 一時金のみ 82 41.2

2 一時金と年金の併用 94 47.2

3 年金のみ 7 3.5

4 退職金の制度はない 14 7.0

不明 2 1.0

全体 199 100  
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Ｑ１１　退職一時金の支払い時期【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 新定年時 17 9.7

2 再雇用時または旧定年時（在職中） 155 88.1

3 旧定年時と新定年時の２回 3 1.7

不明 1 0.6

全体 176 100  
 

Ｑ１２　定年延長期間の新定年時支給退職金額の算定考慮有無【ベース：新定年時に一時金支払い】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 はい 10 58.8

2 いいえ 7 41.2

全体 17 100  

 

Ｑ１３　懲戒解雇相当時の退職金一時金の支給状況【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】　（M.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 全額不支給 140 79.5

2 減額支給 84 47.7

3 全額支給 33 18.8

不明 1 0.6

全体 176  
 

Ｑ１４　懲戒解雇相当時の主な退職金一時金の支給状況【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 全額不支給 94 53.4

2 減額支給 49 27.8

3 全額支給 24 13.6

不明 9 5.1

全体 176 100  
 

Ｑ１５　退職一時金の返納規程の有無（新定年時）【ベース：新定年時に一時金支払い】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 ある 0 0.0

2 ない 16 94.1

不明 1 5.9

全体 17 100  
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Ｑ１６　退職一時金の返納規程の有無（旧定年年齢以前の在職期間中）【ベース：旧定年時に一時金支払い】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 ある 24 15.2

2 ない 120 75.9

不明 14 8.9

全体 158 100  
 

Ｑ１７　退職一時金の返納規程の有無（旧定年年齢以降の定年延長期間中）【旧定年時に一時金支払い】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 ある 7 4.4

2 ない 134 84.8

不明 17 10.8

全体 158 100  
 

Ｑ１８　退職一時金の返納規程の有無（定年後旧定年年齢以降の定年延長期間中）【新旧定年時の２回支払い】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 旧定年時の退職一時金のみ返納 0 0.0

2 新定年時の退職一時金のみ返納 0 0.0

3
旧定年時及び新定年時の退職一時金のどちら

も返納
0 0.0

4 返納規程はない 2 66.7

不明 1 33.3

全体 3 100  
 

Ｑ１９　早期退職者の優遇状況【ベース：定年延長制度導入あり】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1
定年延長制度導入後も引続き早期退職者の優

遇を行った
12 6.0

2
定年延長制度導入に併せ初の早期退職者の

優遇を行った
1 0.5

3 従前の早期退職者の優遇を廃止した 3 1.5

4 特にしていない 176 88.4

不明 7 3.5

全体 199 100  

 

Ｑ２０　早期退職者の優遇内容の変更有無【ベース：引き続き早期退職者の優遇あり】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 変更した 1 8.3

2 変更しなかった 11 91.7

全体 12 100  
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Ｑ２１　早期退職者の変更された優遇内容【ベース：優遇内容変更あり】　　（M.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 対象年齢を下げた 0 0.0

2 対象年齢を上げた 0 0.0

3 対象となる勤続年数を減らした 0 0.0

4 対象となる勤続年数を増やした 0 0.0

5 退職一時金の割増額を減らした 0 0.0

6 退職一時金の割増額を増やした 1 100.0

7 対象者を拡大した 0 0.0

8 対象者を絞った 0 0.0

9 その他再就職の支援の充実等 0 0.0

全体 1  
 

Ｑ２２　希望退職者の募集状況【ベース：定年延長制度導入あり】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1
定年延長制度導入後も引続き希望退職者の優

遇を行った
1 0.5

2
定年延長制度導入に併せ初の希望退職者の

優遇を行った
1 0.5

3 予定していた希望退職の募集を中止した 1 0.5

4 特にしていない 192 96.5

不明 4 2.0

全体 199 100  

 

Ｑ２３　希望退職者の募集内容の変更有無【ベース：引き続き希望退職者の募集あり】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 変更した 0 0.0

2 変更しなかった 1 100.0

全体 1 100  

 

Ｑ２５　役員退職慰労金支給の有無　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 ある 97 100

2 ない 0 0

全体 97 100  
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Ｑ２６　役員退職慰労金支給額の算定方法【ベース：退職慰労金支給あり】　（M.A.)

No. カテゴリー名 n %

1
役員の在任期間や年齢に関係なく一定額が定

まっている
0 0

2 役員の在任期間に応じて定まる 78 80.4

3 退職時の年齢により定まる 0 0

4
そのつど取締役会又は株主総会で額を決めて

いる
34 35.1

不明 2 2.1

全体 97 100  

 

Ｑ２７　過去２年間に退職した役員の有無【ベース：退職慰労金支給あり】　（S.A.)

No. カテゴリー名 n %

1 いる 97 100

2 いない 0 0

97 100  

 

Ｑ２７＿５　退職慰労金額（万円）【ベース：各過去２年間退職した役員あり】

No. カテゴリー名 n %

1 ～５００万 42 26.9

2 ～１０００万 32 20.5

3 ～２０００万 30 19.2

4 ～３０００万 14 9

5 ～４０００万 6 3.8

6 ～５０００万 4 2.6

7 ５００１万～ 6 3.8

不明 22 14.1

全体 156 100

平均 1762.7 236207  
 ※ 退職慰労金額は自由記入のため便宜的にカテゴライズして集計 
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クロス集計結果 

Ｑ１　業種　×　常勤従業員規模

ｎ=

建設業 製造業
電気・ガス・熱

供給・水道業
情報通信業

運輸業、郵便

業

卸売業、小売

業

金融業、保険

業

不動産業、物

品賃貸業

199 18 73 2 9 16 43 2 3

100 9.0 36.7 1.0 4.5 8.0 21.6 1.0 1.5

42 5 19 0 0 2 12 0 1

100 11.9 45.2 0.0 0.0 4.8 28.6 0.0 2.4

123 12 45 1 8 9 20 2 2

100 9.8 36.6 0.8 6.5 7.3 16.3 1.6 1.6

34 1 9 1 1 5 11 0 0

100 2.9 26.5 2.9 2.9 14.7 32.4 0.0 0.0

学術研究、専

門・技術サー

ビス業

宿泊業、飲食

サービス業

生活関連

サービス業、

娯楽業

教育、学習支

援業
医療、福祉 サービス業 その他

 上段：度数

 下段：%

3 4 4 1 3 16 2

1.5 2.0 2.0 0.5 1.5 8.0 1.0

0 1 1 0 0 1 0

0.0 2.4 2.4 0.0 0.0 2.4 0.0

2 3 3 1 3 10 2

1.6 2.4 2.4 0.8 2.4 8.1 1.6

1 0 0 0 0 5 0

2.9 0.0 0.0 0.0 0.0 14.7 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 
Ｑ２　常勤従業員数　×　業種

ｎ=
５０人未満 ５０～９９人 １００～２９９人 ３００～４９９人 ５００～９９９人

１，０００人以

上

 上段：度数

 下段：%

199 2 40 51 26 46 34

100 1.0 20.1 25.6 13.1 23.1 17.1

91 1 23 22 14 21 10

100 1.1 25.3 24.2 15.4 23.1 11.0

108 1 17 29 12 25 24

100 0.9 15.7 26.9 11.1 23.1 22.2

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業
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Ｑ３　事務・技術関係職種の従業員数　×　業種

ｎ=
５０人未満 ５０～９９人 １００～２９９人 ３００～４９９人 ５００～９９９人

１，０００人以

上
不明

 上段：度数

 下段：%

199 62 34 44 20 25 12 2

100 31.2 17.1 22.1 10.1 12.6 6.0 1.0

91 26 20 21 8 11 3 2

100 28.6 22.0 23.1 8.8 12.1 3.3 2.2

108 36 14 23 12 14 9 0

100 33.3 13.0 21.3 11.1 13.0 8.3 0.0

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 
 

Ｑ３　事務・技術関係職種の従業員数　×　常勤従業員規模

ｎ=
５０人未満 ５０～９９人 １００～２９９人 ３００～４９９人 ５００～９９９人

１，０００人以

上
不明

 上段：度数

 下段：%

199 62 34 44 20 25 12 2

100 31.2 17.1 22.1 10.1 12.6 6.0 1.0

42 34 8 0 0 0 0 0

100 81.0 19.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

123 26 24 36 17 18 0 2

100 21.1 19.5 29.3 13.8 14.6 0.0 1.6

34 2 2 8 3 7 12 0

100 5.9 5.9 23.5 8.8 20.6 35.3 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 

Ｑ４　定年延長制度の導入の有無　×　業種

ｎ= はい いいえ

 上段：度数

 下段：%

199 199 0

100 100.0 0.0

91 91 0

100 100.0 0.0

108 108 0

100 100.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 

 
Ｑ４　定年延長制度の導入の有無　×　常勤従業員規模

ｎ= はい いいえ

 上段：度数

 下段：%

199 199 0

100 100.0 0.0

42 42 0

100 100.0 0.0

123 123 0

100 100.0 0.0

34 34 0

100 100.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上
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Ｑ５　定年延長制度の導入の時期【ベース：定年延長制度導入あり】　×　業種

ｎ=

平成１７年（２

００５年）以前

平成１８年（２

００６年）以降

 上段：度数

 下段：%

199 0 199

100 0.0 100.0

91 0 91

100 0.0 100.0

108 0 108

100 0.0 100.0

製造業

非製造業

ＴＯＴＡＬ

 
 

Ｑ５　定年延長制度の導入の時期【ベース：定年延長制度導入あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=

平成１７年（２

００５年）以前

平成１８年（２

００６年）以降

 上段：度数

 下段：%

199 0 199

100 0.0 100.0

42 0 42

100 0.0 100.0

123 0 123

100 0.0 100.0

34 0 34

100 0.0 100.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 
Ｑ６　定年延長制度の導入の施行内容【ベース：定年延長制度導入あり】　×　業種

ｎ=

定年年齢の

引き上げ

勤務延長制

度の導入

再雇用制度

の導入

定年の定め

の廃止
その他

 上段：度数

 下段：%

199 23 15 179 0 0

100 11.6 7.5 89.9 0.0 0.0

91 11 9 82 0 0

100 12.1 9.9 90.1 0.0 0.0

108 12 6 97 0 0

100 11.1 5.6 89.8 0.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 
 

Ｑ６　定年延長制度の導入の施行内容【ベース：定年延長制度導入あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=

定年年齢の

引き上げ

勤務延長制

度の導入

再雇用制度

の導入

定年の定め

の廃止
その他

 上段：度数

 下段：%

199 23 15 179 0 0

100 11.6 7.5 89.9 0.0 0.0

42 10 9 32 0 0

100 23.8 21.4 76.2 0.0 0.0

123 12 5 114 0 0

100 9.8 4.1 92.7 0.0 0.0

34 1 1 33 0 0

100 2.9 2.9 97.1 0.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上
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Ｑ７　定年延長制度導入時の退職金制度変更の有無【ベース：定年延長制度導入あり】　×　業種

ｎ=

変更した

変更していな

い（又は退職

金の制度は

ない）

不明

 上段：度数

 下段：%

199 20 176 3

100 10.1 88.4 1.5

91 7 82 2

100 7.7 90.1 2.2

108 13 94 1

100 12.0 87.0 0.9

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 
 

Ｑ７　定年延長制度導入時の退職金制度変更の有無【ベース：定年延長制度導入あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=

変更した

変更していな

い（又は退職

金の制度は

ない）

不明

 上段：度数

 下段：%

199 20 176 3

100 10.1 88.4 1.5

42 3 39 0

100 7.1 92.9 0.0

123 13 107 3

100 10.6 87.0 2.4

34 4 30 0

100 11.8 88.2 0.0

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

ＴＯＴＡＬ

 

 

Ｑ７　定年延長制度導入時の退職金制度変更の有無【ベース：定年延長制度導入あり】　×　施行定年延長制度

ｎ=

変更した

変更していな

い（又は退職

金の制度は

ない）

不明

 上段：度数

 下段：%

199 20 176 3

100 10.1 88.4 1.5

23 4 19 0

100 17.4 82.6 0.0

15 1 14 0

100 6.7 93.3 0.0

179 17 159 3

100 9.5 88.8 1.7

ＴＯＴＡＬ

定年年齢の引き上げ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入
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Ｑ８　退職金制度の変更内容【ベース：退職金制度変更あり】　×　業種

ｎ=

算定方法の

変更

算定方法を

維持したまま

での支給率

等の変更

退職一時金

の支払時期

の変更

退職一時金

の分割支払

い

一時金の一

部を企業年

金に繰り入れ

全額企業年

金化

退職金制度

の廃止
その他

 上段：度数

 下段：%

20 8 4 2 0 4 2 3 1

100 40.0 20.0 10.0 0.0 20.0 10.0 15.0 5.0

7 5 2 1 0 1 0 1 0

100 71.4 28.6 14.3 0.0 14.3 0.0 14.3 0.0

13 3 2 1 0 3 2 2 1

100 23.1 15.4 7.7 0.0 23.1 15.4 15.4 7.7
非製造業

ＴＯＴＡＬ

製造業

 

 

Ｑ８　退職金制度の変更内容【ベース：退職金制度変更あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=

算定方法の

変更

算定方法を

維持したまま

での支給率

等の変更

退職一時金

の支払時期

の変更

退職一時金

の分割支払

い

一時金の一

部を企業年

金に繰り入れ

全額企業年

金化

退職金制度

の廃止
その他

 上段：度数

 下段：%

20 8 4 2 0 4 2 3 1

100 40.0 20.0 10.0 0.0 20.0 10.0 15.0 5.0

3 2 1 1 0 0 0 0 0

100 66.7 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

13 5 3 1 0 3 1 3 0

100 38.5 23.1 7.7 0.0 23.1 7.7 23.1 0.0

4 1 0 0 0 1 1 0 1

100 25.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 0.0 25.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 

Ｑ８　退職金制度の変更内容【ベース：退職金制度変更あり】　×　施行定年延長制度

ｎ=

算定方法の

変更

算定方法を

維持したまま

での支給率

等の変更

退職一時金

の支払時期

の変更

退職一時金

の分割支払

い

一時金の一

部を企業年

金に繰り入れ

全額企業年

金化

退職金制度

の廃止
その他

 上段：度数

 下段：%

20 8 4 2 0 4 2 3 1

100 40.0 20.0 10.0 0.0 20.0 10.0 15.0 5.0

4 0 0 2 0 0 0 2 0

100 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

1 1 1 0 0 0 0 0 0

100 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

17 7 3 1 0 4 2 2 1

100 41.2 17.6 5.9 0.0 23.5 11.8 11.8 5.9

定年年齢の引き上げ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入

ＴＯＴＡＬ
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Ｑ９　退職一時金算定の変更方法【ベース：算定方法の変更あり】  変更前　×　業種

ｎ=
ポイ ント式

最終賃金全

額比例方式

最終賃金一

部比例方式

別テーブル

方式
定額制 その他 不明

 上段：度数

 下段：%

8 1 3 1 2 0 0 1

100 12.5 37.5 12.5 25.0 0.0 0.0 12.5

5 0 2 1 1 0 0 1

100 0.0 40.0 20.0 20.0 0.0 0.0 20.0

3 1 1 0 1 0 0 0

100 33.3 33.3 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0

製造業

ＴＯＴＡＬ

非製造業

 
 

Ｑ９　退職一時金算定の変更方法【ベース：算定方法の変更あり】  変更後　×　業種

ｎ=
ポイ ント式

最終賃金全

額比例方式

最終賃金一

部比例方式

別テーブル

方式
定額制 その他

 上段：度数

 下段：%

8 4 1 1 1 1 0

100 50.0 12.5 12.5 12.5 12.5 0.0

5 2 1 1 0 1 0

100 40.0 20.0 20.0 0.0 20.0 0.0

3 2 0 0 1 0 0

100 66.7 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0

製造業

非製造業

ＴＯＴＡＬ

 
 

Ｑ９　退職一時金算定の変更方法【ベース：算定方法の変更あり】  変更前　×　常勤従業員規模

ｎ=
ポイ ント式

最終賃金全

額比例方式

最終賃金一

部比例方式

別テーブル

方式
定額制 その他 不明

 上段：度数

 下段：%

8 1 3 1 2 0 0 1

100 12.5 37.5 12.5 25.0 0.0 0.0 12.5

2 0 1 0 0 0 0 1

100 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

5 1 2 1 1 0 0 0

100 20.0 40.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 1 0 0 0

100 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 

Ｑ９　退職一時金算定の変更方法【ベース：算定方法の変更あり】  変更後　×　常勤従業員規模

ｎ=
ポイ ント式

最終賃金全

額比例方式

最終賃金一

部比例方式

別テーブル

方式
定額制 その他

 上段：度数

 下段：%

8 4 1 1 1 1 0

100 50.0 12.5 12.5 12.5 12.5 0.0

2 0 1 0 0 1 0

100 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0

5 3 0 1 1 0 0

100 60.0 0.0 20.0 20.0 0.0 0.0

1 1 0 0 0 0 0

100 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上
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Ｑ９　退職一時金算定の変更方法【ベース：算定方法の変更あり】  変更前　×　施行定年延長制度

ｎ=
ポイ ント式

最終賃金全

額比例方式

最終賃金一

部比例方式

別テーブル

方式
定額制 その他 不明

 上段：度数

 下段：%

8 1 3 1 2 0 0 1

100 12.5 37.5 12.5 25.0 0.0 0.0 12.5

1 0 1 0 0 0 0 0

100 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

7 1 2 1 2 0 0 1

100 14.3 28.6 14.3 28.6 0.0 0.0 14.3

ＴＯＴＡＬ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入

 
 

Ｑ９　退職一時金算定の変更方法【ベース：算定方法の変更あり】  変更後　×　施行定年延長制度

ｎ=
ポイ ント式

最終賃金全

額比例方式

最終賃金一

部比例方式

別テーブル

方式
定額制 その他

 上段：度数

 下段：%

8 4 1 1 1 1 0

100 50.0 12.5 12.5 12.5 12.5 0.0

1 0 1 0 0 0 0

100 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

7 4 0 1 1 1 0

100 57.1 0.0 14.3 14.3 14.3 0.0

ＴＯＴＡＬ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入
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Ｑ１０　退職金の支払い方法【ベース：定年延長制度導入あり】　×　業種

ｎ=
一時金のみ

一時金と年金

の併用
年金のみ

退職金の制

度はない
不明

 上段：度数

 下段：%

199 82 94 7 14 2

100 41.2 47.2 3.5 7.0 1.0

91 39 50 1 1 0

100 42.9 54.9 1.1 1.1 0.0

108 43 44 6 13 2

100 39.8 40.7 5.6 12.0 1.9

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 
 

Ｑ１０　退職金の支払い方法【ベース：定年延長制度導入あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=
一時金のみ

一時金と年金

の併用
年金のみ

退職金の制

度はない
不明

 上段：度数

 下段：%

199 82 94 7 14 2

100 41.2 47.2 3.5 7.0 1.0

42 29 9 0 4 0

100 69.0 21.4 0.0 9.5 0.0

123 45 63 4 9 2

100 36.6 51.2 3.3 7.3 1.6

34 8 22 3 1 0

100 23.5 64.7 8.8 2.9 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 

Ｑ１０　退職金の支払い方法【ベース：定年延長制度導入あり】　×　施行定年延長制度

ｎ=
一時金のみ

一時金と年金

の併用
年金のみ

退職金の制

度はない
不明

 上段：度数

 下段：%

199 82 94 7 14 2

100 41.2 47.2 3.5 7.0 1.0

23 9 5 1 7 1

100 39.1 21.7 4.3 30.4 4.3

15 7 6 0 2 0

100 46.7 40.0 0.0 13.3 0.0

179 75 88 7 8 1

100 41.9 49.2 3.9 4.5 0.6

ＴＯＴＡＬ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入

定年年齢の引き上げ
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Ｑ１１　退職一時金の支払い時期【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】　×　業種

ｎ=

新定年時

再雇用時また

は旧定年時

（在職中）

旧定年時と新

定年時の２回
不明

 上段：度数

 下段：%

176 17 155 3 1

100 9.7 88.1 1.7 0.6

89 9 77 2 1

100 10.1 86.5 2.2 1.1

87 8 78 1 0

100 9.2 89.7 1.1 0.0
非製造業

ＴＯＴＡＬ

製造業

 

 
Ｑ１１　退職一時金の支払い時期【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】　×　常勤従業員規模

ｎ=

新定年時

再雇用時また

は旧定年時

（在職中）

旧定年時と新

定年時の２回
不明

 上段：度数

 下段：%

176 17 155 3 1

100 9.7 88.1 1.7 0.6

38 9 29 0 0

100 23.7 76.3 0.0 0.0

108 6 98 3 1

100 5.6 90.7 2.8 0.9

30 2 28 0 0

100 6.7 93.3 0.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 
 
Ｑ１１　退職一時金の支払い時期【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】　×　施行定年延長制度

ｎ=

新定年時

再雇用時また

は旧定年時

（在職中）

旧定年時と新

定年時の２回
不明

 上段：度数

 下段：%

176 17 155 3 1

100 9.7 88.1 1.7 0.6

14 8 5 1 0

100 57.1 35.7 7.1 0.0

13 5 8 0 0

100 38.5 61.5 0.0 0.0

163 12 148 2 1

100 7.4 90.8 1.2 0.6

ＴＯＴＡＬ

定年年齢の引き上げ

再雇用制度の導入

勤務延長制度の導入
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Ｑ１２　定年延長期間の新定年時支給退職金額の算定考慮有無【ベース：新定年時に一時金支払い】　×　業種

ｎ= はい いいえ

 上段：度数

 下段：%

17 10 7

100 58.8 41.2

9 6 3

100 66.7 33.3

8 4 4

100 50.0 50.0

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 

 

Ｑ１２　定年延長期間の新定年時支給退職金額の算定考慮有無【ベース：新定年時に一時金支払い】　×　常勤従業員規模

ｎ= はい いいえ

 上段：度数

 下段：%

17 10 7

100 58.8 41.2

9 5 4

100 55.6 44.4

6 4 2

100 66.7 33.3

2 1 1

100 50.0 50.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 

Ｑ１２　定年延長期間の新定年時支給退職金額の算定考慮有無【ベース：新定年時に一時金支払い】

　×　施行定年延長制度       

ｎ= はい いいえ

 上段：度数

 下段：%

17 10 7

100 58.8 41.2

8 7 1

100 87.5 12.5

5 3 2

100 60.0 40.0

12 6 6

100 50.0 50.0

ＴＯＴＡＬ

定年年齢の引き上げ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入
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Ｑ１３　懲戒解雇相当時の退職金一時金の支給状況【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】　×　業種

ｎ= 全額不支給 減額支給 全額支給 不明

 上段：度数

 下段：%

176 140 84 33 1

100 79.5 47.7 18.8 0.6

89 67 49 18 1

100 75.3 55.1 20.2 1.1

87 73 35 15 0

100 83.9 40.2 17.2 0.0

製造業

ＴＯＴＡＬ

非製造業

 

 

Ｑ１３　懲戒解雇相当時の退職金一時金の支給状況【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】　×　常勤従業員規模

ｎ= 全額不支給 減額支給 全額支給 不明

 上段：度数

 下段：%

176 140 84 33 1

100 79.5 47.7 18.8 0.6

38 27 19 11 0

100 71.1 50.0 28.9 0.0

108 90 51 15 1

100 83.3 47.2 13.9 0.9

30 23 14 7 0

100 76.7 46.7 23.3 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 

Ｑ１３　懲戒解雇相当時の退職金一時金の支給状況【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】

　×　施行定年延長制度

ｎ= 全額不支給 減額支給 全額支給 不明

 上段：度数

 下段：%

176 140 84 33 1

100 79.5 47.7 18.8 0.6

14 8 7 3 1

100 57.1 50.0 21.4 7.1

13 9 9 4 0

100 69.2 69.2 30.8 0.0

163 131 76 28 1

100 80.4 46.6 17.2 0.6

ＴＯＴＡＬ

定年年齢の引き上げ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入
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Ｑ１４　懲戒解雇相当時の主な退職金一時金の支給状況【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】　×　業種

ｎ= 全額不支給 減額支給 全額支給 不明

 上段：度数

 下段：%

176 94 49 24 9

100 53.4 27.8 13.6 5.1

89 39 29 13 8

100 43.8 32.6 14.6 9.0

87 55 20 11 1

100 63.2 23.0 12.6 1.1

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 

 

Ｑ１４　懲戒解雇相当時の主な退職金一時金の支給状況【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】　×　常勤従業員規模

ｎ= 全額不支給 減額支給 全額支給 不明

 上段：度数

 下段：%

176 94 49 24 9

100 53.4 27.8 13.6 5.1

38 13 14 10 1

100 34.2 36.8 26.3 2.6

108 63 30 8 7

100 58.3 27.8 7.4 6.5

30 18 5 6 1

100 60.0 16.7 20.0 3.3

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 

Ｑ１４　懲戒解雇相当時の主な退職金一時金の支給状況【ベース：一時金のみ／一時金と年金の併用】

　×　施行定年延長制度　　　

ｎ= 全額不支給 減額支給 全額支給 不明

 上段：度数

 下段：%

176 94 49 24 9

100 53.4 27.8 13.6 5.1

14 5 6 2 1

100 35.7 42.9 14.3 7.1

13 4 7 2 0

100 30.8 53.8 15.4 0.0

163 90 42 22 9

100 55.2 25.8 13.5 5.5

ＴＯＴＡＬ

定年年齢の引き上げ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入
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Ｑ１５　退職一時金の返納規程の有無（新定年時）【ベース：新定年時に一時金支払い】　×　業種

ｎ= ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

17 0 16 1

100 0.0 94.1 5.9

9 0 9 0

100 0.0 100.0 0.0

8 0 7 1

100 0.0 87.5 12.5

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 

 
Ｑ１５　退職一時金の返納規程の有無（新定年時）【ベース：新定年時に一時金支払い】　×　常勤従業員規模

ｎ= ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

17 0 16 1

100 0.0 94.1 5.9

9 0 8 1

100 0.0 88.9 11.1

6 0 6 0

100 0.0 100.0 0.0

2 0 2 0

100 0.0 100.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 
 
Ｑ１５　退職一時金の返納規程の有無（新定年時）【ベース：新定年時に一時金支払い】　×　施行定年延長制度

ｎ= ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

17 0 16 1

100 0.0 94.1 5.9

8 0 8 0

100 0.0 100.0 0.0

5 0 5 0

100 0.0 100.0 0.0

12 0 11 1

100 0.0 91.7 8.3

定年年齢の引き上げ

ＴＯＴＡＬ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入
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Ｑ１６　退職一時金の返納規程の有無（旧定年年齢以前の在職期間中）【ベース：旧定年時に一時金支払い】　×　業種

ｎ= ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

158 24 120 14

100 15.2 75.9 8.9

79 8 64 7

100 10.1 81.0 8.9

79 16 56 7

100 20.3 70.9 8.9

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 

 

Ｑ１６　退職一時金の返納規程の有無（旧定年年齢以前の在職期間中）【ベース：旧定年時に一時金支払い】　×　常勤従業員規模

ｎ= ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

158 24 120 14

100 15.2 75.9 8.9

29 4 22 3

100 13.8 75.9 10.3

101 15 76 10

100 14.9 75.2 9.9

28 5 22 1

100 17.9 78.6 3.6

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 

Ｑ１６　退職一時金の返納規程の有無（旧定年年齢以前の在職期間中）【ベース：旧定年時に一時金支払い】

　×　施行定年延長制度

ｎ= ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

158 24 120 14

100 15.2 75.9 8.9

6 0 4 2

100 0.0 66.7 33.3

8 0 7 1

100 0.0 87.5 12.5

150 24 113 13

100 16.0 75.3 8.7

ＴＯＴＡＬ

再雇用制度の導入

勤務延長制度の導入

定年年齢の引き上げ
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Ｑ１７　退職一時金の返納規程の有無（旧定年年齢以降の定年延長期間中）【旧定年時に一時金支払い】　×　業種

ｎ= ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

158 7 134 17

100 4.4 84.8 10.8

79 3 67 9

100 3.8 84.8 11.4

79 4 67 8

100 5.1 84.8 10.1

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 

 

Ｑ１７　退職一時金の返納規程の有無（旧定年年齢以降の定年延長期間中）【旧定年時に一時金支払い】　×　常勤従業員規模

ｎ= ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

158 7 134 17

100 4.4 84.8 10.8

29 1 24 4

100 3.4 82.8 13.8

101 5 86 10

100 5.0 85.1 9.9

28 1 24 3

100 3.6 85.7 10.7

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 

Ｑ１７　退職一時金の返納規程の有無（旧定年年齢以降の定年延長期間中）【旧定年時に一時金支払い】

　×　施行定年延長制度　　

ｎ= ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

158 7 134 17

100 4.4 84.8 10.8

6 0 4 2

100 0.0 66.7 33.3

8 0 7 1

100 0.0 87.5 12.5

150 7 128 15

100 4.7 85.3 10.0

ＴＯＴＡＬ

定年年齢の引き上げ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入
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Ｑ１８　退職一時金の返納規程の有無（定年後旧定年年齢以降の定年延長期間中）【新旧定年時の２回支払い】　×　業種

ｎ=

旧定年時の

退職一時金

のみ返納

新定年時の

退職一時金

のみ返納

旧定年時及

び新定年時

の退職一時

金のどちらも

返納

返納規程は

ない
不明

 上段：度数

 下段：%

3 0 0 0 2 1

100 0.0 0.0 0.0 66.7 33.3

2 0 0 0 1 1

100 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0

1 0 0 0 1 0

100 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0
非製造業

製造業

ＴＯＴＡＬ

 
 

Ｑ１８　退職一時金の返納規程の有無（定年後旧定年年齢以降の定年延長期間中）【新旧定年時の２回支払い】　×　常勤従業員規模

ｎ=

旧定年時の

退職一時金

のみ返納

新定年時の

退職一時金

のみ返納

旧定年時及

び新定年時

の退職一時

金のどちらも

返納

返納規程は

ない
不明

 上段：度数

 下段：%

3 0 0 0 2 1

100 0.0 0.0 0.0 66.7 33.3

3 0 0 0 2 1

100 0.0 0.0 0.0 66.7 33.3

ＴＯＴＡＬ

１００人以上１，０００人未満

 

 

Ｑ１８　退職一時金の返納規程の有無（定年後旧定年年齢以降の定年延長期間中）【新旧定年時の２回支払い】

　×　施行定年延長制度　　　

ｎ=

旧定年時の

退職一時金

のみ返納

新定年時の

退職一時金

のみ返納

旧定年時及

び新定年時

の退職一時

金のどちらも

返納

返納規程は

ない
不明

 上段：度数

 下段：%

3 0 0 0 2 1

100 0.0 0.0 0.0 66.7 33.3

1 0 0 0 1 0

100 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

2 0 0 0 1 1

100 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0

ＴＯＴＡＬ

定年年齢の引き上げ

再雇用制度の導入
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Ｑ１９　早期退職者の優遇状況【ベース：定年延長制度導入あり】　×　業種

ｎ=

定年延長制

度導入後も引

続き早期退

職者の優遇

を行った

定年延長制

度導入に併

せ初の早期

退職者の優

遇を行った

従前の早期

退職者の優

遇を廃止した

特にしていな

い
不明

 上段：度数

 下段：%

199 12 1 3 176 7

100 6.0 0.5 1.5 88.4 3.5

91 8 0 2 77 4

100 8.8 0.0 2.2 84.6 4.4

108 4 1 1 99 3

100 3.7 0.9 0.9 91.7 2.8

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 

 
Ｑ１９　早期退職者の優遇状況【ベース：定年延長制度導入あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=

定年延長制

度導入後も引

続き早期退

職者の優遇

を行った

定年延長制

度導入に併

せ初の早期

退職者の優

遇を行った

従前の早期

退職者の優

遇を廃止した

特にしていな

い
不明

 上段：度数

 下段：%

199 12 1 3 176 7

100 6.0 0.5 1.5 88.4 3.5

42 1 0 0 41 0

100 2.4 0.0 0.0 97.6 0.0

123 5 1 3 108 6

100 4.1 0.8 2.4 87.8 4.9

34 6 0 0 27 1

100 17.6 0.0 0.0 79.4 2.9

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上
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Ｑ２０　早期退職者の優遇内容の変更有無【ベース：引き続き早期退職者の優遇あり】　×　業種

ｎ=
変更した

変更しなかっ

た

 上段：度数

 下段：%

12 1 11

100 8.3 91.7

8 1 7

100 12.5 87.5

4 0 4

100 0.0 100.0

製造業

非製造業

ＴＯＴＡＬ

 
 

Ｑ２０　早期退職者の優遇内容の変更有無【ベース：引き続き早期退職者の優遇あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=
変更した

変更しなかっ

た

 上段：度数

 下段：%

12 1 11

100 8.3 91.7

1 0 1

100 0.0 100.0

5 1 4

100 20.0 80.0

6 0 6

100 0.0 100.0

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

ＴＯＴＡＬ

 

 
Ｑ２１　早期退職者の変更された優遇内容【ベース：優遇内容変更あり】　×　業種

ｎ=

対象年齢を

下げた

対象年齢を

上げた

対象となる勤

続年数を減ら

した

対象となる勤

続年数を 増

やした

退職一時金

の割増額を

減らした

退職一時金

の割増額を

増やした

対象者を拡

大した

対象者を絞っ

た

その他再就

職の支援の

充実等

 上段：度数

 下段：%

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

製造業

 
 
Ｑ２１　早期退職者の変更された優遇内容【ベース：優遇内容変更あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=

対象年齢を

下げた

対象年齢を

上げた

対象となる勤

続年数を減ら

した

対象となる勤

続年数を増

やした

退職一時金

の割増額を

減らした

退職一時金

の割増額を

増やした

対象者を拡

大した

対象者を絞っ

た

その他再就

職の支援の

充実等

 上段：度数

 下段：%

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人以上１，０００人未満
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Ｑ２２　希望退職者の募集状況【ベース：定年延長制度導入あり】　×　業種

ｎ=

定年延長制

度導入後も引

続き希望退

職者の優遇

を行った

定年延長制

度導入に併

せ初の希望

退職者の優

遇を行った

予定していた

希望退職の

募集を中止し

た

特にしていな

い
不明

 上段：度数

 下段：%

199 1 1 1 192 4

100 0.5 0.5 0.5 96.5 2.0

91 1 1 1 86 2

100 1.1 1.1 1.1 94.5 2.2

108 0 0 0 106 2

100 0.0 0.0 0.0 98.1 1.9

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 

 
Ｑ２２　希望退職者の募集状況【ベース：定年延長制度導入あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=

定年延長制

度導入後も引

続き希望退

職者の優遇

を行った

定年延長制

度導入に併

せ初の希望

退職者の優

遇を行った

予定していた

希望退職の

募集を中止し

た

特にしていな

い
不明

 上段：度数

 下段：%

199 1 1 1 192 4

100 0.5 0.5 0.5 96.5 2.0

42 0 0 0 42 0

100 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

123 0 1 1 118 3

100 0.0 0.8 0.8 95.9 2.4

34 1 0 0 32 1

100 2.9 0.0 0.0 94.1 2.9
１，０００人以上

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

 
 

Ｑ２３　希望退職者の募集内容の変更有無【ベース：引き続き希望退職者の募集あり】　×　業種

ｎ=
変更した

変更しなかっ

た

 上段：度数

 下段：%

1 0 1

100 0.0 100.0

1 0 1

100 0.0 100.0

ＴＯＴＡＬ

製造業

 

 

Ｑ２３　希望退職者の募集内容の変更有無【ベース：引き続き希望退職者の募集あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=
変更した

変更しなかっ

た

 上段：度数

 下段：%

1 0 1

100 0.0 100.0

1 0 1

100 0.0 100.0

ＴＯＴＡＬ

１，０００人以上
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※問 25 以降は、問 27 で「１ いる」と回答した対象企業のみの集計となっている。 

 

Ｑ２５　役員退職慰労金支給の有無　×　業種

ｎ=

ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

97 97.0 0.0 0.0

100 100.0 0.0 0.0

100 100 0 0

44 44.0 0.0 0.0

100 100 0 0

53 53.0 0.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 
 

Ｑ２５　役員退職慰労金支給の有無　×　常勤従業員規模

ｎ=

ある ない 不明

 上段：度数

 下段：%

97 97 0 0

100 100.0 0.0 0.0

13 13 0 0

100 100.0 0.0 0.0

70 70 0 0

100 100.0 0.0 0.0

14 14 0 0

100 100.0 0.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上
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Ｑ２６　役員退職慰労金支給額の算定方法【ベース：退職慰労金支給あり】　×　業種

ｎ=

役員の在任

期間や年齢

に関係なく一

定額が定まっ

ている

役員の在任

期間に応じて

定まる

退職時の年

齢により定ま

る

そのつど取

締役会又は

株主総会で

額を決めて

いる

不明

 上段：度数

 下段：%

97 0 78 0 34 2

100 0.0 80.4 0.0 35.1 2.1

44 0 36 0 19 1

100 0.0 81.8 0.0 43.2 2.3

53 0 42 0 15 1

100 0.0 79.2 0.0 28.3 1.9

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 
 

Ｑ２６　役員退職慰労金支給額の算定方法【ベース：退職慰労金支給あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=

役員の在任

期間や年齢

に関係なく一

定額が定まっ

ている

役員の在任

期間に応じて

定まる

退職時の年

齢により定ま

る

そのつど取

締役会又は

株主総会で

額を決めて

いる

不明

 上段：度数

 下段：%

97 0 78 0 34 2

100 0.0 80.4 0.0 35.1 2.1

13 0 9 0 8 0

100 0.0 69.2 0.0 61.5 0.0

70 0 57 0 21 2

100 0.0 81.4 0.0 30.0 2.9

14 0 12 0 5 0

100 0.0 85.7 0.0 35.7 0.0

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 



51 
 

Ｑ２７　過去２年間に退職した役員の有無【ベース：退職慰労金支給あり】　×　業種

ｎ=

いる いない 不明

 上段：度数

 下段：%

97 97.0 0.0 0.0

100 100.0 0.0 0.0

44 44 0 0

100 100.0 0.0 0.0

53 53 0 0

100 100.0 0.0 0.0

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 
 

Ｑ２７　過去２年間に退職した役員の有無【ベース：退職慰労金支給あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=

いる いない 不明

 上段：度数

 下段：%

97 97 0 0

100 100.0 0.0 0.0

13 13 0 0

100 100.0 0.0 0.0

70 70 0 0

100 100.0 0.0 0.0

14 14 0 0

100 100.0 0.0 0.0

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

ＴＯＴＡＬ

１００人未満
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Ｑ２７＿５　退職慰労金額（万円）【ベース：各過去２年間退職した役員あり】　×　業種

ｎ=

～５００万 ～１０００万 ～２０００万 ～３０００万 ～４０００万 ～５０００万 ５００１万～ 不明 平均

 上段：度数

 下段：%

156 42 32 30 14 6 4 6 22 1,762.7

100 26.9 20.5 19.2 9.0 3.8 2.6 3.8 14.1 236207

69 14 14 13 7 5 1 4 11 2,091.0

100 20.3 20.3 18.8 10.1 7.2 1.4 5.8 15.9 121278

87 28 18 17 7 1 3 2 11 1,512.2

100 32.2 20.7 19.5 8.0 1.1 3.4 2.3 12.6 114929

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 
 
Ｑ２７＿５　退職慰労金額（万円）【ベース：各過去２年間退職した役員あり】　×　業種　【参考：不明を除いたもの】

ｎ=

～５００万 ～１０００万 ～２０００万 ～３０００万 ～４０００万 ～５０００万 ５００１万～ 平均
 上段：度数

 下段：%

134 42 32 30 14 6 4 6 1,762.7

100 31.3 23.9 22.4 10.4 4.5 3.0 4.5 236207

58 14 14 13 7 5 1 4 2,091.0

100 24.1 24.1 22.4 12.1 8.6 1.7 6.9 121278

76 28 18 17 7 1 3 2 1,512.2

100 36.8 23.7 22.4 9.2 1.3 3.9 2.6 114929

ＴＯＴＡＬ

製造業

非製造業

 
 

Ｑ２７＿５　退職慰労金額（万円）【ベース：各過去２年間退職した役員あり】　×　常勤従業員規模

ｎ=

～５００万 ～１０００万 ～２０００万 ～３０００万 ～４０００万 ～５０００万 ５００１万～ 不明 平均

 上段：度数

 下段：%

156 42 32 30 14 6 4 6 22 1,762.7

100 26.9 20.5 19.2 9.0 3.8 2.6 3.8 14.1 236207

17 7 4 2 1 1 1 0 1 1,241.8

100 41.2 23.5 11.8 5.9 5.9 5.9 0.0 5.9 19869

118 29 28 24 10 4 1 6 16 1,858.0

100 24.6 23.7 20.3 8.5 3.4 0.8 5.1 13.6 189516

21 6 0 4 3 1 2 0 5 1,676.4

100 28.6 0.0 19.0 14.3 4.8 9.5 0.0 23.8 26822

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

 

 

Ｑ２７＿５　退職慰労金額（万円）【ベース：各過去２年間退職した役員あり】　×　常勤従業員規模　【参考：不明を除いたもの】

ｎ=

～５００万 ～１０００万 ～２０００万 ～３０００万 ～４０００万 ～５０００万 ５００１万～ 平均
 上段：度数

 下段：%

134 42 32 30 14 6 4 6 1,762.7

100 31.3 23.9 22.4 10.4 4.5 3.0 4.5 236207

16 7 4 2 1 1 1 0 1,241.8

100 43.8 25.0 12.5 6.3 6.3 6.3 0.0 19869

102 29 28 24 10 4 1 6 1,858.0

100 28.4 27.5 23.5 9.8 3.9 1.0 5.9 189516

16 6 0 4 3 1 2 0 1,676.4

100 37.5 0.0 25.0 18.8 6.3 12.5 0.0 26822

１００人以上１，０００人未満

１，０００人以上

ＴＯＴＡＬ

１００人未満

 

 

※ 退職慰労金額は自由記入のため便宜的にカテゴライズして集計 

※ 退職慰労金額は自由記入のため便宜的にカテゴライズして集計 

※ 退職慰労金額は自由記入のため便宜的にカテゴライズして集計 

※ 退職慰労金額は自由記入のため便宜的にカテゴライズして集計 
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Ｑ２７＿５　退職慰労金額（万円）【ベース：各過去２年間退職した役員あり】　×　施行定年延長制度

ｎ=

～５００万 ～１０００万 ～２０００万 ～３０００万 ～４０００万 ～５０００万 ５００１万～ 不明 平均

 上段：度数

 下段：%

156 42 32 30 14 6 4 6 22 1,762.7

100 26.9 20.5 19.2 9 3.8 2.6 3.8 14.1 236207

11 3 2 3 0 1 0 1 1 3,570.7

100 27.3 18.2 27.3 0 9.1 0 9.1 9.1 35707

13 3 4 2 0 1 0 2 1 3,921.6

100 23.1 30.8 15.4 0 7.7 0 15.4 7.7 47059

136 35 28 25 14 5 4 4 21 1,746.8

100 25.7 20.6 18.4 10.3 3.7 2.9 2.9 15.4 200880

7 4 0 1 0 0 0 2 0 3,078.9

100 57.1 0 14.3 0 0 0 28.6 0 21552

ＴＯＴＡＬ

定年年齢の引き上げ

勤務延長制度の導入

再雇用制度の導入

不明

 

 

 

 

 

Ｑ２７＿５　退職慰労金額（万円）【ベース：各過去２年間退職した役員あり】　×　役職

ｎ=

～５００万 ～１０００万 ～２０００万 ～３０００万 ～４０００万 ～５０００万 ５００１万～ 不明 平均
 上段：度数

 下段：%

156 42 32 30 14 6 4 6 22 1,762.7

100 26.9 20.5 19.2 9.0 3.8 2.6 3.8 14.1 236207

6 3 1 1 0 0 0 0 1 582.0

100 50.0 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 2910

20 2 3 6 4 2 0 1 2 3,089.7

100 10.0 15.0 30.0 20.0 10.0 0.0 5.0 10.0 55615

117 33 28 23 10 4 4 5 10 1,653.2

100 28.2 23.9 19.7 8.5 3.4 3.4 4.3 8.5 176897

13 4 0 0 0 0 0 0 9 196.3

100 30.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 69.2 785

ＴＯＴＡＬ

会長

社長

上記以外

不明

 

 

Ｑ２７＿５　退職慰労金額（万円）【ベース：各過去２年間退職した役員あり】　×　役職　【参考：不明を除いたもの】

ｎ=

～５００万 ～１０００万 ～２０００万 ～３０００万 ～４０００万 ～５０００万 ５００１万～ 平均
 上段：度数

 下段：%

130 38 32 30 14 6 4 6 1,810.9

100 29.2 24.6 23.1 10.8 4.6 3.1 4.6 235422

5 3 1 1 0 0 0 0 582.0

100 60.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2910

18 2 3 6 4 2 0 1 3,089.7

100 11.1 16.7 33.3 22.2 11.1 0.0 5.6 55615

107 33 28 23 10 4 4 5 1,653.2

100 30.8 26.2 21.5 9.3 3.7 3.7 4.7 176897

ＴＯＴＡＬ

会長

社長

上記以外

 

 

※ 退職慰労金額は自由記入のため便宜的にカテゴライズして集計 

※ 表側のＱ６にない「不明」については、Ｑ２７＿５はＱ２７で 

退職した役員が「いる」と回答した企業をベースに集計してお 

り、Ｑ４で「２ いいえ」と回答し、Ｑ１～Ｑ２４の集計対象 

（Ｑ５で「２」と回答した企業）となっていない票が含まれて 

いるため 

※ 退職慰労金額は自由記入のため便宜的にカテゴライズして集計 

※ 退職慰労金額は自由記入のため便宜的にカテゴライズして集計 
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Ｑ２７＿５　退職慰労金額（万円）【ベース：各過去２年間退職した役員あり】　×　役員の在任期間

ｎ=

～５００万 ～１０００万 ～２０００万 ～３０００万 ～４０００万 ～５０００万 ５００１万～ 不明 平均
 上段：度数

 下段：%

156 42 32 30 14 6 4 6 22 1,762.7

100 26.9 20.5 19.2 9.0 3.8 2.6 3.8 14.1 236207

59 30 15 4 1 0 0 0 9 501.2

100 50.8 25.4 6.8 1.7 0.0 0.0 0.0 15.3 25062

48 6 12 19 6 1 2 1 1 1,568.7

100 12.5 25.0 39.6 12.5 2.1 4.2 2.1 2.1 73728

34 5 5 7 7 5 1 4 0 3,159.3

100 14.7 14.7 20.6 20.6 14.7 2.9 11.8 0.0 107417

15 1 0 0 0 0 1 1 12 10,000.0

100 6.7 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 6.7 80.0 30000

～５年

～１０年

１１年以上

不明

ＴＯＴＡＬ

 

 

Ｑ２７＿５　退職慰労金額（万円）【ベース：各過去２年間退職した役員あり】　×　役員の在任期間　【参考：不明を除いたもの】

ｎ=

～５００万 ～１０００万 ～２０００万 ～３０００万 ～４０００万 ～５０００万 ５００１万～ 平均
 上段：度数

 下段：%

131 41 32 30 14 6 3 5 1,574.1

100 31.3 24.4 22.9 10.7 4.6 2.3 3.8 206207

50 30 15 4 1 0 0 0 501.2

100 60.0 30.0 8.0 2.0 0.0 0.0 0.0 25062

47 6 12 19 6 1 2 1 1,568.7

100 12.8 25.5 40.4 12.8 2.1 4.3 2.1 73728

34 5 5 7 7 5 1 4 3,159.3

100 14.7 14.7 20.6 20.6 14.7 2.9 11.8 107417

ＴＯＴＡＬ

～５年

～１０年

１１年以上

 

 

 

※ 在任期間、退職慰労金額は自由記入のため便宜的にカテゴライズして集計 

※ 在任期間、退職慰労金額は自由記入のため便宜的にカテゴライズして集計 
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調査票 
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調査ご協力のお願い 
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送付用封筒 
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返信用封筒 
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督促用はがき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




